
























The Dissolution of the Council on Language Teaching Development (COLTD):



















































その起源は1956年に設立された日本英語教育研究委員会 （The English Language Exploratory 
Committee：旧ELEC）、 および財団法人英語教育協議会 （The English Language Education 
Council, Inc.：新ELEC）までさかのぼることができる。旧ELECの立ち上げについては松本 






　旧ELECは1962年にオーラル・アプローチやBASIC Englishの理念を反映したNew Approach 
to Englishという中学校検定教科書を刊行した。しかしこの教科書の売り上げは伸びず、
Henrichsen （1986） によると初年度はわずか中学校130校にしか採用されず、採択された教科書




















































































6　 福田 （1979, p.152） によると1970年はアメリカ経済の悪化が進み、財団の援助によって運営されていた
CCEJの活動にも影響が出始め、東京事務所は経費削減のために閉鎖されたという。





語学教育研究所（語研）、英語教育協議会 （ELEC）、語学ラボラトリー学会 （LLA）、語学教育振興会 


















































のNew Approach to English同様、「新たな選択肢 （alternative）」を生み出す試みが志半ばに終
わってしまったことを暗示していたと考えられないか。
　若林は文部行政にしばられた英語教育のあり方について常に疑問を示していた。（若林, 2016；
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